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１．はじめに 
 
わが国は，少子高齢化や人口減少というこれまでに経
験したことのない，いわゆる成熟社会を迎えようとして
いる．地方都市計画においても，郊外へのスプロール化
を抑制するという施策から郊外からの撤退を促進する施
策へ転換する必要がある等，これまでと同様の都市政策
では対処しきれない問題として捉えられるようになって
きている． 
先行研究 1)において，それぞれの地区特性に応じた詳
細な分析や少子高齢化による人口構造変化を考慮した都
市政策の検討などが可能となるようにモデル構築を行っ
てきたが，こうした居住地変更決定行動や住宅立地選択
行動に対する土地供給行動モデルは，現実の現象を十分
に表現するには不十分であった．具体的には，先行研究
での土地供給行動モデルは，土地需要量に対してすべて
新規に土地を供給する行動として記述していた．そこで
本研究では，地区におる立地変更者の入れ替わりを明示
的に取り扱ったモデルに改良する．具体的には，以下に
示す点に着目してモデルを構築する． 
①少子高齢化や人口減少社会における移転行動を捉える． 
②土地需給ではなく，建物需給を捉える． 
③転出後に空き家になることを供給量として明示的に表
現し，市場における需給均衡を捉える． 

 
２．既往研究の整理と本研究の位置付け 
 
筆者らはこれまでに伝統的な静学モデルとしての立地
均衡モデルを改良し，逐次動学的な立地均衡モデルを構
築してきた 2)．このモデルの特徴としては，以下に示す
ような点が挙げられる． 
①立地変更を決断した人が立地を選択するという行動を
捉え，その結果から求められる立地変更者数という本 
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来の市場における需要量を捉える． 
②立地変更時期は年齢に依存する一方，世代は常に変化
する．このような時間変化を捉えるために，世代を区
分するとともに，コーホートモデルを利用して，逐次
的に多期間の立地変化を表現する． 
③時間軸の存在により，ある時点の立地分布を起点とし
て立地変化量を推計するため，現実の立地変更行動を
より忠実に捉えられるとともに，人口構造変化を考慮
した将来予測が可能となる． 
本研究では以下のようにモデルを改良する． 
①土地市場ではなく，建物市場を捉える． 
②供給行動モデルは，需要量の減少に対応していないた
め，転出後の空き家を明示的に捉える． 
③現実にも問題視されている社会現象であり，人々の効
用水準にも大きく影響すると考えられる商業立地をモ
デルに組み込む． 
これらにより，本研究の最終的な目標である成熟社会
における都市構造変化，およびそれらを踏まえた都市計
画に関する政策（例えば，コンパクトシティ化）の効果
を表現可能とすることを目指す． 
 
３．居住地選択モデル 
 
（１）モデルの概要 
本モデルの概要を図-1 に示す．社会には立地を選択
し建物を需要する個人，個人にサービスを供給する商業
者，および個人と商業に建物を供給する建物供給者の 3
主体が存在するものとする．居住地選択行動は世代によ
って異なるため，世代を 0-19 歳，20-34 歳，35-49 歳，
50-64歳，65歳以上に区分する． 
個人は，まず地区の魅力度（当該地区に居住すること
により得られる満足度）を決定し，次に立地変更するか
どうかを決定する．そして立地変更すると決めた個人が
立地地区を選択するものとする．この３段階の行動をそ
れぞれ効用水準決定行動モデル，立地変更決定行動モデ
ル，立地選択行動モデルとして捉える．また，商業者は
来客数を考慮し，立地選択を踏まえた利潤最大化行動を
とるものとする．一方，建物供給者は，立地変更する個
人，および立地選択を行う商業者に対して，その時点で
の空き家を踏まえ，どの程度新たに開発して供給すべき
かを決定するという建物供給行動をとるものとする． 



このような過程によって求まる建物需要量と建物供給
量が各地区における建物市場の価格調整メカニズムによ

って均衡することで， t期から 1+t 期までの立地変化
量が決定される．これによりt期における立地量が予測
できる．さらに時間が経過した場合には，再び各主体が
同様の過程を繰り返すことで多期間に亘る立地分布の変
化を予測することができる． 
これらを地区ごとに取り扱うことで，それぞれの地区
特性に応じた詳細な分析や少子高齢化による人口構造変
化を考慮した政策の検討などが可能となる． 
 
（２）人口構造変化推計モデル 
将来の住宅立地を予測するためには，対象地区内の将
来人口を推計する必要がある．本研究では，地域人口推
計に多く用いられているコーホート変化率法を用いる． 
あるT 年次のn番目の世代に対しては基準人口にコ
ーホート変化率を乗じることにより，次の世代の人口

N が求まる．これは次式のように表される． 
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2000年の 0-4歳人口は 20-34歳を親世代とし，これに
1995 年の 0-4 歳人口を 1990 年の親世代で除した値をか
けることにより推計した．このような人口の遷移を分析
する手法は Sugiki ら 3)のように統計データを用い，遷移
確率を算出する方法もあるが，本研究では，将来の人口
推計に多く用いられているコーホートモデルを用いて将
来の世代別人口推計を行うものとする． 
 
（３）個人の居住地決定行動モデル 
ａ）効用水準決定行動モデル 

個人は，t期において見通し可能な将来時点（ Tt +
期）までに得られる効用水準を最大化するように行動す
るとする．t期において持ち家に居住する個人と借家に
居住する個人では移転抵抗が大きく異なるため，持ち家，
借家に居住する個人の効用水準をそれぞれ )(tui ， )(tvi

として分けて表現する．これらは，次式のように定式化
される． 
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ここで， )(τU ， )(τV ：τ期における持ち家世帯，借家
世帯の効用水準，δ：社会的割引率． 
なお，以下では )(tui ， )(tvi のtを省略して iu ， iv と
表す． 
 
ｂ）立地変更決定行動モデル 

t期における持ち家，借家に居住する個人の立地変更 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-1 立地均衡モデルの概要 
 
決定行動を以下の４パターンに分けて表現する． 
①持ち家に居住する個人が持ち家を選択する． 
②持ち家に居住する個人が借家を選択する． 
③借家に居住する個人が持ち家を選択する． 
④借家に居住する個人が借家を選択する． 
各地区において持ち家に居住する個人と借家に居住す
る個人の効用水準をそれぞれ iu ， iv ，都市圏内の平均
的な効用水準をそれぞれ iu ， iv として，ロジットモデ
ルに代入すると地区iにおける①～④のパターンに対す
る立地変更確率 ****

uuivuiuviuui PPPP ，，， が式(4)～(7)のよう
に決定される． 
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このように設定することで建物所有形態別にみた立地
変更決定行動を捉えることができる．なお，建物需給
（建物市場）は地区単位で取り扱うため，建物所有形態
を変更しない場合，地区内において建物需要量が相殺さ
れるため，推計の対象としないものとする．一方，建物
所有形態を変更する場合（持ち家→借家，借家→持ち
家）には，地区を変更しない場合でも建物需要（建物市
場）が移るため，推計の対象とするものとする． 
平均的な効用水準 iu ， iv とは，都市圏内で得られる
効用水準の平均値に移転に対する抵抗感を加味したもの
とする．居住地移転は，持ち家か借家かによって，精神
面や肉体面，経済面にかかる負担が大きく異なることを
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考慮するため，持ち家と借家を区分して抵抗感をそれぞ
れ uic ， vic と表現する． 
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以上のように求まる地区iにおける建物所有形態別の
立地変更確率 ＊

mniP に世代人口 )(tNi を乗じることによ
り建物所有形態別の立地変更人数 )(tN mni

∗ が求まる． 
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ここで，mn：建物所有形態を表す添字． 
 
ｃ）立地選択行動モデル 

住み替えを決めた個人は各地区の効用水準 iu ， iv に
基づき居住地を選択する．式(12)～(15)のロジットモデ
ルに各地区の効用水準 iu ， iv を代入すると地区 jに対
する建物所有形態別の居住地選択確率 uuijP ， uvijP ，

vuijP ， vvijP がそれぞれ求まる．これらに各地区の建物所
有形態別の立地変更人数 )(tNmni

∗ を乗じることで転入者
数が求まる．よって，地区 jの居住人口 )1( +tN j が求
まる． 
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ｄ）建物需要量 

式(18)のように各地区における建物分譲価格 ujρ ，賃
貸料 vjρ と一人当たりの建物床面積の関係を表した建物
需要関数を定義し，居住者一人当たりの建物所有形態別
の建物需要量 ujq ， vjq を推定する．これに当該地区の人
口増加分を乗じることにより，各地区の建物需要量 ujQ ，

vjQ が求まる． 
 )( ujujuj qq ρ=  (17) 

 )( vjvjvj qq ρ=  (18) 
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４. 商業立地行動モデル 
 
（１）モデルの概要 

地方都市における都市構造をより忠実に表現するため

には，住居立地に加えて商業立地とそれに関する供給行

動を表現できることが望ましい．先行研究のモデルでは，

商業立地は効用関数における一つの定数として定義され

ており，立地変更による地区の魅力度の変化などは考慮

されていない．そこで本研究では，商業立地の需給均衡

を扱えるようにモデルを構築する．なお，商業立地は居

住地立地と同様の都市内移転で決まる訳ではなく，また

短期的な展望によるスクラップ・アンド・ビルトなどに

より急展開するため，商業立地の全需給関係はワンショ

ットごとの均衡で決定するものと仮定し，静学モデルに

より捉えるものとする． 
 
（２）建物需要量 

商業立地者は利潤最大化行動をとるものとする．ここ
での商業立地者は商業に従事する主体を表し，商業従業
者の利潤を最大にするものと捉え，集中買い物トリップ
数 jT と買い物トリップ当たりの支出 jk の積から固定費
用 jC を除し，それを従業者数 jW で割った値から，従
業者一人あたりに必要な費用 je を除したものが従業者
一人当たりの利潤 jπ となる． 
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ここで，集中買い物トリップ数 jT と従業者一人当たり
に必要な費用 je は下記のようになる． 
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ここで， ijg は一般化交通費用， jΩ は地区 jにおける
商業施設の魅力度，α，β ，γは係数，ωは従業者一
人当たりの賃金， Cjρ は建物床面積当たりの賃貸料，

Cjq は従業者一人当たりの必要床面積を表す． 



商業立地における建物需要量 CjQ は，上記の従業者一
人当たりの必要床面積 f と各地区における従業者数 jW
の積で表される． 
 )( CjCjCj qq ρ=  (24) 
 

jCjCj WqQ =  (25) 

 
５．建物供給行動モデル 
 
（１）モデルの概要 
先行研究の供給行動モデルは，需要量に応じて必要面
積を供給すると表現しており，居住者の移転行動による
建物利用の循環を表現できなかった．本研究では，人口
減少下の都市構造を表現するために，転出による空き家
が建物供給となることをモデル化する． 
 
（２）建物供給量 

建物供給者は，利潤最大化行動をとるものとし，分譲
住宅需要と賃貸住宅需要，商業建物需要に対する供給行
動をそれぞれ別々に捉える．ここでは，髙木ら 4)による
土地供給行動モデルを改良して各地区における分譲住宅
需要に対する一括供給量 uiL は，分譲住宅供給可能量

uiK ，分譲価格 uiρ ，パラメータ uiσ により(26)式のよ
うに表現し，賃貸住宅需要に対する一括供給量 viL は，
賃貸住宅供給可能量 viK ，賃貸料 viρ ，パラメータ viσ
により(27)式のように表現し，商業建物需要に対する一
括供給量 CiL は，商業建物供給可能量 CiK ，賃貸料 Cjρ ，
パラメータ Cjσ よって(28)式のように表現する． 
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（３）供給可能量 

建物供給量は，t期に新築して供給する量とt期に転
出により使われなくなった建物を再び供給する量の総和
として捉える．この条件を満足するためには，式(26)，
(27)の供給可能量 uiK ， viK をそれぞれ持ち家と借家に
対する転出者数分の建物面積 uOutA ， vOutA と新規供給
建物面積 uiuiS ηξ MAX ， viviS ηξ MAX の和によって次のよ
うに表現する． 

 uiuiuOutui SAK ηξ MAX+=  (29) 

 vivivOutvi SAK ηξ MAX+=  (30) 

ここで， MAXS は新規建物供給における上限土地供給量

を表し，ある地区の総面積 S から道路等の公共面積
PubA と既建物占有面積 BuilA を除したものとし，以下の
ように定式化する． 

 BuilPubMAX AASS −−=  (31) 

また， uiξ ， viξ は地区ごとの平均容積率， uiη ，

viη ( )1,0 ≤≤ viui ηη はそれぞれ地区における建物の魅力

度を表す． 
 
（４）土地需給均衡 

各地区における分譲住宅や賃貸住宅，商業建物に関す
る需要量と供給量が一致するように建物市場における価
格調整メカニズムが働き，各地区における個人や商業者
（商業従業者）の立地量が決まる．したがって，建物需
要量 jQ と建物供給量 jL との間に次のような均衡条件式
が成立する． 

 uiui LQ =  (32) 
 vii LQv =  (33) 
 CjCj LQ =  (34) 

 
６．おわりに 
 
本研究の成果は，①建物需給において居住者の転出を
表現したモデルを構築できたこと，②商業立地行動を立
地均衡モデルに組み込むことで，より現実に近い社会現
象が表現可能となったことである．これにより，地方都
市計画に関する様々な政策分析が可能となったため，こ
のモデルを用いて，将来の地方都市計画における様々な
施策を考案していきたい． 
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